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【下条委員】 皆様、おはようございます。 

 自由民主党、長崎市選出、県民皆様の思いを

つなぐ下条博文です。 

 このような機会をいただき感謝いたします。 

 新型コロナウイルス感染症や物価高、エネル

ギーの高騰、人口減少・少子高齢化や国民保護

の観点、デジタルトランスフォーメーションな

ど、本県においてだけではありませんが、取り

組んでいかなければならない多くの課題を抱

えております。 

 そのような課題に対し、官民一体となって迅

速に対応していけるような思いを念頭に置い

て、令和3年度決算に対し質疑を行ってまいり

ますので、よろしくお願いいたします。 

 令和3年度決算審査における最初の質問者に

なりますので、まず、本県の財政状況等につい

て、総括的な質疑を行いたいと思います。 

 1、本県の財政状況および財政運営。 

 （1）本県の財政および社会経済状況。 

 ①令和3年度決算についての総括的な評価。 

 本年8月5日に発表された令和3年度一般会計

決算見込みについての資料によりますと、歳入

は8,620億4,479万3,000円で、対前年度比4.2％

の増、歳出は8,379億1,921万円で、対前年度比

3.4％の増となっています。 

 そして、歳入から歳出を差し引いた形式収支

は241億2,558万3,000円で、ここから翌年度へ

の予算繰越に伴う繰越財源を差し引いた実質

収支は7億5,764万1,000円の黒字となっており

ます。 

 また、財政調整のための基金取り崩しについ

ては、想定を超える税収の増加等により、基金

を取り崩さない財政運営を達成できたとされ

ております。 

 そこで、まず、令和3年度決算について、総

括的にどのように評価しているのか、知事の見

解をお尋ねいたします。 

【大石知事】 下条委員のご質問にお答えいた

します。 

 令和3年度一般会計決算について、歳入面で

は過去最高となる県税収入を確保できたこと

や、国の臨時的措置により、臨時財政対策債を

含む実質的な地方交付税が増加したこと等に

より、委員ご指摘のとおり、前年度と比べて

4.2％増加をしております。 

 歳出面では、新型コロナウイルス感染症対策

や防災減災国土強靭化に係る社会資本整備に

重点的に取り組むとともに、総合計画に基づく

各種施策の強化を図ったこと等により、前年度

と比べ3.4％増加しております。 

 歳入・歳出ともに増加した一方で、国の財源

の有効活用や継続した収支改善の取組によっ

て、財源調整のための基金を取り崩すことなく、

実質収支は黒字を確保する財政運営を達成し

たところであります。 

 しかしながら、依然として自主財源比率は低

く、経常収支比率は高い財政構造であり、財源

調整3基金の残高はピーク時の半分以下となっ

ていることから、本県の財政は厳しい状況が続

いていると認識をしております。 

 そのため、今後の財政運営に当たっては、新

型コロナウイルス感染症や原油価格、物価高騰

による影響等を十分に注視しながら、引き続き、

歳入・歳出両面から収支改善に力を注ぐととも

に、より一層事業の重点化を図るなど、効果的

かつ効率的な事業執行と経費の節減に努めて

まいりたいと考えております。 

【下条委員】 ありがとうございました。質問

を続けます。 

 ②県税収入の増加要因。 
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 次に県税収入についてお尋ねいたします。 

 令和3年度決算における県税収入は約1,263

億円で、令和2年度決算に比べ6.6％増加してお

り、平成30年度の約1,212億円を上回り、一部

メディアでも報道がなされましたが、過去最高

の水準となっております。 

 新型コロナウイルス感染症の影響により、例

えば各事業所などの経済活動が制限されてい

る中、県税収入は減少するのではないかと懸念

をしておりましたが、過去最高を記録したとい

うことは大変ありがたいことであると思いま

す。 

 県では、今回の県税収入の増加要因をどのよ

うに分析されているのか、お尋ねいたします。 

【大田総務部長】 令和3年度の県税収入は、令

和2年度より78億円増加をしておりますが、増

収の主な税目といたしましては、地方消費税と

法人事業税という形でございます。 

 地方消費税につきましては、税率の引き上げ

と本県の輸入額の6割を占めます石炭価格の高

騰等による輸入額の増加などによりまして、40

億円の増となっております。 

 なお、税率の引き上げによる影響といたしま

して、これは令和元年の10月から引き上げにな

っておりますけれども、こちら中間確定申告の

時期の関係から令和3年度が最大という形にな

りまして、令和4年度から平準化をしていくと

いう形になっております。 

 また、法人事業税につきましては、新型コロ

ナウイルス感染症の影響によりまして、飲食、

旅館、輸入業など減少した業種もあると考えら

れますけれども、半導体関連や食品加工等の製

造業、食品などの卸小売業が特に好調でありま

して、25億円の増加という形でございます。 

【下条委員】 わかりました。地方消費税、ま

た法人税というのが要因であるということで

した。質問を続けます。 

 法人事業税などの収入増の背景として、今ご

答弁があった半導体分野などが好調であった

ということでしたけれども、実際は県内企業の、

例えば老舗企業の破産が続くなど、県民の皆様

から感じ取れる、うかがえる経済の情勢という

のには、今のお話は少し乖離があるのではない

かと感じてしまいます。 

 現在の県内経済情勢全般について、県として

どのように認識をしているのか、お尋ねいたし

ます。 

【松尾産業労働部長】 本県の経済情勢につい

ては、日銀長崎支店が9月に公表しました県内

金融経済概況によりますと、緩やかに持ち直し

ているとする一方で、エネルギー価格、原材料

コストの上昇や海外の金融経済情勢等が及ぼ

す影響を注視していく必要があるとされてお

ります。 

 また、民間調査会社が先日公表しました資料

によりますと、今年度上半期における県内の倒

産件数及び負債総額は、過去5年間で最多とな

っており、県といたしましても、原油価格、物

価高騰が長期化する中、県内事業者を取り巻く

環境は厳しさを増しているものと認識してお

ります。 

【下条委員】 わかりました。今の答弁で、実

際の経済は非常に厳しいというご答弁だった

と思います。 

 県税が過去最高といえども、本県経済全体が

好調というわけではありません。私としまして

も、本県経済を支える産業労働行政が大変重要

であると考えておりますので、県による支援の

強化を要望して、次の質問に移ります。 

 ③令和3年度新型コロナウイルス感染症対策
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事業の規模と財源。 

 ご承知のとおり、新型コロナウイルス感染症

は、健康被害だけでなく、経済活動にも大きな

影響を及ぼしております。 

 本県において、ワクチン接種体制の確保や医

療提供体制の強化のほか、県独自の観光誘客キ

ャンペーン、中小企業の事業継続支援など、ポ

ストコロナを見据えた産業振興対策として、

様々な事業を構築されてきました。 

 そこで、これらの対策に係る令和3年度歳出

決算の規模と財源はどのようになっているの

かお尋ねいたします。 

【大田総務部長】 令和3年度決算における新型

コロナウイルス感染症対策経費といたしまし

ては、総額で約1,032億円となっておりまして、

事業の内訳といたしましては、医療提供体制の

整備や検査体制の充実強化などの感染症の予

防拡大防止対策と県民生活の安全・安心確保対

策といたしまして約468億円、また、厳しい経

済雇用情勢を踏まえた社会経済活動の回復・拡

大対策といたしまして約564億円となっており

ます。 

 この主な財源といたしましては、地方創生臨

時交付金約314億円を含めました国庫支出金が

約772億円、中小事業者の資金繰りに必要な金

融機関への預託に係る諸収入、こちらが約229

億円という形でございます。 

 また、一般財源につきましては、財源調整の

ための基金の取り崩しにより対応しておりま

して、これが約8億円となってございます。 

【下条委員】 わかりました。質問を続けます。 

 ④決算及び中期財政見通しを踏まえた今後

の財政運営。 

 令和3年度決算においては、新型コロナウイ

ルス感染症対策にも取り組みつつ、財源調整基

金の取り崩しに依存しない財政運営を達成し

ており、これまでの財政健全化の取組の成果で

あると評価しております。 

 一方で、本年9月12日に公表された中期財政

見通しによると、令和7年度以降、再び財源不

足が生じるなど、昨年度の中期財政見通しと同

様に厳しい財政状況が続く見込みです。 

 そこで、令和3年度決算及び中期財政見通し

を踏まえ、今後、どのように財政運営に取り組

んでいくのか、知事の見解をお尋ねいたします。 

【大石知事】 先ほど答弁いたしましたとおり、

令和3年度決算においては、財源調整のための

基金を取り崩すことなく、実質収支7億5,800万

円の黒字を確保しておりますが、引き続き厳し

い財政状況にあると認識をしております。 

 また、本年9月に策定した中期財政見通しに

おいても、令和7年度以降は社会保障関係費の

継続した伸びに加えて、大型事業の償還開始に

伴い公債費が増加に転じること等から、基金の

取り崩しが見込まれており、厳しい財政状況が

続く見通しであります。 

 そのため、今後の財政運営に当たっては、長

期化する新型コロナウイルス感染症や物価高

騰の影響等を十分に注視しつつ、引き続き、歳

入確保と歳出削減の両面からの着実な収支改

善に取り組むほか、将来の公債費負担の抑制に

向けた対策を継続することが重要であると認

識をしております。 

 また、国に対しては、全国知事会等と連携し

ながら、地方一般財源総額の確保をはじめ、地

方税財源の一層の充実・強化を強く訴えていく

など、引き続き、持続可能で安定的な財政運営

を目指して力を注いでまいります。 

【下条委員】 わかりました。ただいま、知事

から、公債費の話が出ましたので、そのご答弁
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を引き継いで次の質問に移ります。 

 （2）財政健全化判断比率の状況と今後の見

通し。 

 令和3年度決算に基づく本県の財政健全化判

断比率の4つの指標については、実質赤字比率

と連結実質赤字比率が該当なし、実質公債比率

が10.1％、将来負担比率が178.1％となってお

り、いずれの数値も早期健全化基準を超えてお

らず、数値自体は健全で問題ありません。 

 この4つの指標のうち、実質公債比率及び将

来負担比率については、昨年度から数値が改善

しておりますが、その変動要因をどのように県

として分析しているのか、お尋ねいたします。 

【大田総務部長】 令和3年度実質公債比率は

10.1％でございまして、昨年度と比べ0.7％改善

をしております。 

 その主な要因といたしましては、令和3年度

の元利償還金が前年度の算定対象でありまし

た平成30年度、3か年平均でありますので、こ

ちらと比べまして約123億円減少したこと等に

よるものでございます。 

 また、将来負担比率は178.1％で、15.1ポイ

ント改善しておりまして、これは国の臨時的措

置に伴います実質的交付税の増による標準財

政規模の増加や、交付税精算措置等に備えて積

み立てた充当可能基金の増等が主な要因とな

ってございます。 

 両指標は改善したものの、コロナ禍における

国の臨時的措置の影響が大きい一時的な要素

ということで考えておりまして、引き続き注視

していく必要があるというふうに認識してお

ります。 

【下条委員】 わかりました。引き続き、適正

な水準を確保していただきたいと思います。 

 しかしながら、先ほど知事からもご答弁があ

りましたが、令和6年度以降は、公債費が増加

していく見込みであり、今後、実質公債比率や

将来負担比率などの指標が悪化していくので

はないかと思われています。 

 中期財政見通しの令和9年度までの期間、こ

れらの2つの指標の推移について、どのように

見込んでいるのか、お尋ねいたします。 

【大田総務部長】 まず、実質公債比率でござ

いますけれども、今後の実質公債比率につきま

しては、近年の大型事業であります県立図書館

整備、長崎警察署建替え、あるいは県立大学佐

世保校整備等の償還が本格化するということ

もありまして、令和6年度以降上昇傾向で推移

するものと見込んでおります。 

 一方で、将来負担比率でございますけれども、

こちらは規模が大きかった過去の公共事業で

発行した県債の償還が順次終了するという一

方で、近年は国の防災減災国土強靭化対策を積

極的に活用しておりまして、一定規模の公共事

業費を確保していることから、現状において推

移を見込むことは難しいというふうに考えて

おります。 

 しかしながら、両比率とも、現状におきまし

ては早期健全化基準を超えないものというふ

うに予測を立てております。 

 いずれにしましても、国の臨時的措置に伴い

まして、一時的に改善した令和3年度の指標だ

けではありませんで、中長期的に財政状況を分

析しながら、県政の発展に取り組むことが重要

であると考えておりまして、引き続き、持続可

能で安定的な財政運営に力を注いでまいりま

す。 

【下条委員】 ありがとうございました。 

 冒頭、私が申し上げた、本県が直面する様々

な課題の解決には、事業の財源を確保していく
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ために、財政健全化判断比率などの指標の動き

に十分留意しながら、財政の健全化を確保して

いくことが重要だと考えております。そのこと

を申し上げ、次の質問に移ります。 

 2、県民の安全確保。 

 （1）国民保護の取組み。 

 内閣官房ウェブサイトによると、国民保護法

とは、武力攻撃事態等における国民の保護のた

めの措置に関する法律であり、武力攻撃から国

民の生命、身体及び財産を保護し、国民生活に

及ぼす影響を最小にするためのもの、国、地方

公共団体の責務、避難、救援、武力攻撃災害へ

の対処などの措置が規定されています。 

 昨今、隣国から弾道ミサイルが想定を超える

回数で発射されており、Ｊアラート発令や避難

訓練、避難所の整備など、国民保護の観点から

様々な取組の必要性を感じております。 

 令和3年度の国民保護の取組としてどのよう

なことを行ったのかお尋ねいたします。 

【多田危機管理監】 昨年度は、五島市におい

て、緊急対処事態を想定した県国民保護訓練を

自衛隊等の関係機関が参加して実施するよう

計画し、準備を進めておりましたが、新型コロ

ナウイルス感染症の影響で中止を余儀なくさ

れました。 

 一方、国と九州各県が参加する国民保護地域

ブロック検討会を、幹事県として開催し、国民

保護に関する制度や安全保障環境等について

の最新情勢の共有と九州各県の連携を図った

ところでございます。 

 また、熊本市で開催された陸上自衛隊主催の

国民保護訓練には、担当職員が参加し、自衛隊

との情報共有を図るとともに、連携強化につな

がったものと考えております。 

【下条委員】 ちょっと質問を続けます。 

 （2）今年度の国民保護訓練。 

 今のご答弁で、昨年度の訓練は中止になった

ということでした。6月議会の私の一般質問で

もご答弁がありましたが、今年度の訓練は実施

できる見込みでしょうか、確認をいたします。 

【多田危機管理監】 来月、島原市におきまし

て、住民約300人に参加いただいて、国民保護

訓練を消防庁と共同で実施する予定でござい

ます。 

 緊急対処自体を想定し、自衛隊や海上保安庁、

民間の船舶等による避難訓練を一部実働で実

施する予定としており、この訓練により、県内

市町及び地域住民の国民保護に係る意識の高

揚、警察や消防など関係機関との連携強化を図

り、住民避難に係る対処能力の向上を目指して

おります。 

 さらに、今年度中に消防庁と共同で、本県の

離島地区への弾道ミサイル攻撃を想定した図

上訓練を実施する予定としておりまして、現在、

消防庁及び関係市などとの調整を進めている

ところでございます。 

【下条委員】 わかりました。ぜひ今年度は訓

練の実施をお願いしたいと思います。 

 （3）弾道ミサイル発射への対応。 

 去る10月4日に、北朝鮮からミサイルが発射

され、我が国の領海・領空を通過して、太平洋

上に着弾、北海道や青森県、東京都の一部でＪ

アラートが発令されました。 

 万が一、本県がミサイル着弾の対象地域とな

った場合の対応は、どのようになっているのか、

お尋ねいたします。 

【多田危機管理監】 危機管理課におきまして

は、24時間体制で職員が常駐し、国等の機関か

らの情報を受け、市町への情報伝達や被害情報

の収集を行う体制を確保しております。 
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 本県への影響が想定される場合には、国から

本県を対象としてＪアラートが発出されるこ

とから、県民の皆様には、その指示に従った対

応をお願いしたいと考えております。 

 ミサイルのように対処に余裕がない事案の

場合、Ｊアラートが適切に機能することが重要

であり、年に4回、国主導で、県、全市町が参

加した伝達訓練を実施しております。 

 なお、一般的には弾道ミサイルへの対応とし

まして、屋外では近くの頑丈な建物の中か地下

への避難、建物がない場合には物陰に身を隠す

か、地面に伏せて頭部を守る。屋内では窓から

離れるか、窓のない部屋へ移動することにより

被害を軽減できる可能性を高めることができ

るとされております。 

【下条委員】 今のご答弁の最後の方で、避難

のところで頑丈な建物もしくは地下施設、頭を

守る、身を伏せるというような話がありました

が、ちょっとお尋ねします。 

 万が一、北朝鮮から本県へ弾道ミサイルが発

射された場合、本県に何分ぐらいで到達するの

か。 

 それと、本県では、都心部と異なり、地下施

設があまりありません。たしか、私の記憶では

4か所程度だったと思います。地下施設が少な

い、もしくは地下施設がない地域の避難施設は

どのようになっているのかお尋ねいたします。 

【多田危機管理監】 弾道ミサイルの着弾時間

につきましては、ミサイルの種類、発射方法、

気象条件等により異なるために一概には言え

ませんけれども、内閣官房の国民保護ポータル

サイトによりますと、発射から10分もしないう

ちに到達する可能性があるとされております。 

 また、地下施設がない場合の避難につきまし

ては、まず、弾道ミサイル等に関しましては、

横方向に広がる爆風や飛散する破片等を極力

減らすことが重要なこととされており、できれ

ば頑丈な建物、コンクリートの建物等の頑丈な

建物への避難ということになると思います。そ

ういった頑丈な建物がない場合には、先ほど申

しましたとおり物陰に身を隠したり、地面に伏

せていただくことで、避難行動をとらない場合

と比べて被害を軽減できる可能性が高まるも

のとされております。 

【下条委員】 例えば、Ｊアラートが鳴る。そ

うすると、今のご答弁では10分しない、約数分

で、条件によって変わると思いますけれども、

ミサイルが着弾する。ここが私は非常に大きな

ポイントだと思います。 

 発令をされてから時間が短いわけですよね。

その時に、じゃ、どのような準備をしておけば

すぐに最適な行動がとれるのか、こういったシ

ミュレーションをしていくことが非常に重要

だと思います。 

 10月4日、朝、テレビをつけましたらＪアラ

ートの報道が全局でなされていました。その後

に通過したということで安堵したんですけれ

ども、その時に自宅で家族と、万が一、本県頭

上に到達するということになった場合、どうす

るかという議論をしました。結果、猫がいます

ので、私の部屋の階段下が一番頑丈だろうとい

うことで、階段下の収納スペースに猫を抱えて

うずくまるということが結論になったわけで

すね。 

 実は、こういった話し合いさえされておりま

せんでした。この10月4日前ですね。この時に

本当に本県に来た場合にはどうなるのか想定

して、必ずこれはパニックになると思います。

平常時から、これは十分な準備が必要だと思っ

ております。 
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 我が国として、台湾有事の可能性も含めて、

戦後最も緊張感が高まっていると感じており

ます。 

 弾道ミサイル着弾を想定した地下施設の整

備など、新たな取組、考え方、準備が必要にな

っているのではないかというふうに思います。 

 現状の状況に即した国民保護の体制強化を

強く求め、次の質問に移ります。 

 3、デジタル人材の育成と活用。 

 （1）先端情報関連産業。 

 10月3日、臨時国会所信表明にて、岸田総理

が「人への投資、リスキリングへの公的支援を

拡充する」と明言されました。ちょっとリスキ

リングという言葉を説明します。 

 リスキリングというのは、2020年のダボス会

議において、リスキリング革命が必要だと発表

されたことがきっかけで、リスキリングとは、

働き方の変化によって、今後新たに発生する業

務で役立つスキルや知識の習得を目的に勉強

してもらう取組、技術革新やビジネスモデルの

変化に対応するために、新しい知識やスキルを

学ぶこととされています。 

 リスキリングというと、リスキーというマイ

ナスのイメージがありますけれども、リで離し

てスキリング、スキルを習得するということで

すね。並行して語られるのが、リカレントとい

うのがあるんですけれども、若干違います。リ

カレントというのは、様々な取組方があります

けれども、循環というものがありますので、例

えば会社に勤めていた方が、生涯学習という形、

一旦職場を離れられて、大学や高等的な学校の

ところで学び直しをして、必要なスキルを手に

入れてまた社会に戻る。リスキリングというの

は、これを会社に勤めながら、もしくは事業に

取り組みながら同時並行にやるというのがリ

カレントとリスキリングの違いなのかなとと

いうふうに思います。 

 現在、県においては、長崎大学と連携し、情

報関連など、県内企業で勤務されている方のリ

スキリングに取り組まれていますが、令和3年

度の実施内容と、これまでの成果をお伺いしま

す。 

【松尾産業労働部長】 県では、県内情報関連

企業の技術力向上を図るため、平成30年度から

長崎大学と連携し、リスキリングによる高度情

報系人材の育成に取り組んでおります。 

 令和3年度においては、ＡＩ活用実践講座や

大規模プロジェクトマネジメント講座など、企

業のニーズに即した講座を実施し、定員を上回

る35名が受講するなど、平成30年度からこれま

でに180名を超える人材を育成しております。 

 受講者からは、最先端技術をビジネスに活用

するための専門性の高い実践的講座であると

の評価をいただいており、誘致企業との連携に

よる医療検査機器のシステム開発や、長崎大学

との共同研究によるＡＩ画像診断技術を用い

た橋梁点検診断支援システムの開発など、新た

なシステム開発の事例が生み出されておりま

す。 

 今後とも、国の動向を注視しながら、長崎大

学と連携し、高度専門人材の育成に努めてまい

りたいと考えております。 

【下条委員】 ありがとうございました。今ご

説明があったのは、長崎大学情報データ科学部、

社会人向けＩＴ先端技術応用講座だと思いま

す。私も今年度、受講させていただいており、

レベルもかなり高い内容ですが、本講義を頑張

って学んでいけば、質の高い仕事を獲得できる

知識やスキルが身につくと思えるような内容

になっております。 
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 私も実際に受けてみて、考え方や、自ら自分

の考えを間違っていてもいいから発表させて

いく、大規模プロジェクトマネジメントなんで

すけれども、この考え方というのは、非常によ

くて、端的に言うと、日本の教育ではどうして

も正解というものを求めていくんですけれど

も、正解じゃないんだと、いわばちょっとアメ

リカ的な発想。プログラミングというのはアメ

リカが主体でできていますから、こういうアメ

リカの文化のようなものを学ぶことができる、

本当にすばらしい講座だなというふうに思っ

ております。また、いち早くリスキリングの観

点を取り入れて、先駆的な取組だと思っており

ます。こういったことも併せて評価をいたしま

す。 

 ただし、人材育成には、継続した取組が不可

欠です。ぜひ、今後とも、長崎大学と連携を深

め、時代に即した内容にアジャストしていきな

がら、県内のリスキリングを進めていただきた

いと思います。 

 次の質問に移ります。 

 （2）デジタル人材活用の戦略。 

 今触れましたけれども、人材育成には継続性

が不可欠であり、育成した人材をどのように活

用していくのか、戦略的なビジョンの構築が重

要です。 

 令和3年度のデジタル人材育成関連ですけれ

ども、見てみますと、デジタル戦略課ながさき

Society5.0推進費、また、高校教育課ですけれ

ども、サイエンステクノロジー人材育成、その

ほかスマート農業人材育成や、様々、多岐にわ

たる人材育成、デジタルに関連する予算が執行

されております。 

 県においては、どのようなビジョンを持って

デジタル人材の活用に取り組み、今後、どのよ

うに進めていこうと思っているのか、お尋ねい

たします。 

【浦企画部長】 県では、ながさきSociety5.0

推進プランに基づき、産業をはじめ、様々な分

野におけるデジタル化やＤＸを推進すること

としており、デジタル人材の育成も重点分野の

一つとして位置づけをしているところであり

ます。 

 令和3年度における人材育成に係る主な取組

といたしましては、先ほどお話がありました長

崎大学と連携した講座の開設、金融機関と連携

した県内企業の従業員等に対するＤＸ導入セ

ミナーの開催、スマート農業の推進に向けた生

産者や指導者育成のための講習会開催などの

ほか、長崎県立大学では、企業と連携した情報

セキュリティ人材の育成に向けて、産学共同研

究センターの整備も進めているところであり、

こうした取組により、例えば農業分野におきま

しては、いちご等の栽培で生産性向上につなが

るなどの具体の成果もあらわれてきていると

ころであります。 

 また、国におきましては、デジタル田園都市

国家構想基本方針の柱の一つとして、デジタル

人材の育成・確保が位置づけられており、令和

8年度末までにデジタル推進人材を230万人育

成することとされております。 

 県といたしましても、このような国の動きを

踏まえつつ、引き続き、産学金官連携の上、各

産業分野などにおいて、生産性の向上、新たな

サービスや価値の創出等が図られるように、デ

ジタル人材の育成を一層推進してまいりたい

と考えております。 

【下条委員】 わかりました。令和8年度末まで

に230万人ですかね、デジタル人材、これは大

変な数字だと思います。国が定めていることで
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すので、ここで何か答弁をという話ではないん

ですが、以前東京オリンピックが、コロナの前

ですね、開催される時に似たような議論がなさ

れたんですね。特に、データのセキュリティ分

野です。この分野で人材が足りないということ

で、かなり今回の230万人に匹敵するような数

値の目標が掲げられました。これは当然過去の

話ですので、答えを言いますとなされてないん

ですよね。人材の育成は足りておりません。そ

れどころか、サイバーセキュリティに関しては

ゼロだというふうに国が言っているわけです。

こういう状況を考えると、この令和8年度まで

に230万人、これは大丈夫なのかなと、すごく

感じています。 

 県としては、こういう状況を含めて、私はこ

の令和3年度においてデジタル人材育成・活用

について、今ご答弁がありましたけれども、取

り組まれております。ここに戦略として定めた

ものがあったのかどうか、これをまずお聞かせ

いただきたいと思います。 

【浦企画部長】 先ほど申し上げましたながさ

きSociety5.0推進プランの中で、県として求め

るデジタル人材像というものをお示しいたし

まして、先ほどご答弁いたしましたように、大

学や民間事業者などとも連携しながら、デジタ

ル人材の育成を進めてきているところであり

ますが、より具体なデジタル人材の育成に特化

したような育成手法等具体に盛り込んだ特段

の戦略というものを、これまでご提示している

ところではございません。 

【下条委員】 私も、この令和3年度の決算の執

行状況について様々な資料を読ませていただ

きました。 

 かなり多岐にわたっていて、そこに一つの大

きなビジョンや戦略を示せと言う方がかなり

難しい話であるというのはわかっているんで

す。わかっているんですが、まず、相当難しい

ミッションなんですよ。このデジタル人材、今

の日本において、ものすごく遅れているわけで

すね。周回遅れで手遅れなんじゃないかと言わ

れています。それを国が目標として、非常に大

きな高いハードルを掲げているわけです。 

 こういった場合に、どうやって突き抜けてい

くかとなれば、一致団結して一つの目標に向け

ていくべきですよ。そういう意味で、やはり明

確なビジョン、明確な戦略、これを定めていく

必要があると思いますが、もう一度お尋ねしま

す。いかがでしょうか。 

【浦企画部長】 現在、国におきまして、まち・

ひと・しごと創生総合戦略を抜本的に改定いた

しまして、デジタル田園都市国家構想総合戦略、

これを年内に策定をするということで方向性

が示されております。 

 併せまして、地方におきましても地方版の総

合戦略、この改定が今後求められてくるものと

いうふうに思っております。 

 つきましては、県におきましても、こうした

国の動きを十分に踏まえながら、本県のまち・

ひと・しごと創生総合戦略、あるいは先ほど申

し上げましたSociety5.0推進プラン、こういっ

たものの見直しについても検討していく必要

があるものと考えておりますので、そういった

見直しの中で、このデジタル人材の育成に関し

ても、併せて検討を進めてまいりたいというふ

うに考えております。 

 その際に、産業振興、そして人材育成、ここ

の好循環を作り出すということは大事な観点

に一つだと思っておりますので、デジタル人材

育成におきましては、行政だけではなく、先ほ

ど申し上げました民間、あるいは大学の専門的
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な知見、あるいはノウハウ、こういったところ

も活用させていただきながら、具体の取組につ

いて、今後、検討を深めてまいりたいというふ

うに思っております。 

【下条委員】 難しいことはわかっていますが、

ぜひ、そういうふうに目標を、ひとつ一致団結

して突き破っていく、突破していくということ

をしないと、恐らくまた同じようなこと、三度

同じような目標、同じような取組ということが

繰り返されると思います。あまりこの分野で熱

く語ると、私は時間が押しすぎてしまいますの

で、もうこのあたりにしておきますけれども、

デジタル人材と言っても、プログラミングを行

うシステムエンジニアだけでなく、ご答弁にあ

りましたようにサイバー空間の安全を担うサ

イバーセキュリティスペシャリストや、ビッグ

データを解析し、様々な情報を読み解くデータ

サイエンティストなど、多岐に、また専門的に

異なります。データデジタルツールとして、い

かに社会的課題の解決に役立てていくのか。プ

ログラミングの世界と実社会をつなぐプログ

ラミングもわかる、コミュニケーション、実社

会でのコミュニケーションスキルも高い、ハイ

ブリットな人材が非常に不足しています。 

 また、デジタルも万能ではありません。どの

ような人材をつくり、育て、活用していくのか、

県として、国とは別にですね、県としてビジョ

ンと戦略を構築し、人口減少、少子高齢化が進

む本県の厳しい経済状況を牽引していけるよ

うな新産業を担う人材の育成に取り組んでい

ただきたいことを要望し、次の質問に移ります。 

 4、民生委員活動の促進。 

 （1）民生委員費の取組内容。 

 民生委員費として、令和3年度1億3,674万円

が計上されております。これは本当に非常に大

切な取組ですので、このような予算がなされて

いると思いますけれども、県が活動に必要な費

用負担の部分、その部分で活動されている内容

をお尋ねいたします。 

【寺原福祉保健部長】 民生委員の令和3年の決

算額は、委員ご指摘のとおり1億3,674万円でご

ざいますが、そのうち1億1,500万円を民生委員、

児童委員の交通費などの活動費として、中核市

を除いた市町協議会に補助をしております。 

 このほか、県及び市町協議会における定例会

やサロン活動など、運営費の補助金、資質向上

を図るための研修委託費となっております。 

【下条委員】 ありがとうございました。時間

がないので次に進みます。 

 （2）民生委員活動のデジタル化。 

 今、福祉保健部長からご答弁があった民生委

員費においては、業務のデジタル化に関連する

内容がなかったというふうに思います。これは

何か理由があると思うんですけれども、多分デ

ジタルリテラシーというか、デジタルの能力の

ところだと思うんですけれども、いかがでしょ

うか。 

【寺原福祉保健部長】 民生・児童委員の活動

は、高齢者の見守り、子育てや生活の相談支援

など多岐にわたっており、活動の一部をデジタ

ル化することは負担軽減につながるものと認

識しております。 

 しかしながら、民生委員、児童委員活動への

タブレット端末の導入など、ＩＣＴの活用につ

いて、市町協議会へアンケートを行ったところ、

民生委員、児童委員自体高齢化している中で、

操作への不安感や拒否感及びランニングコス

トの課題等があり、現在、活用までには至って

いない状況でございます。 

 委員ご指摘のとおり、デジタルリテラシーに
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ついての課題も大きいと認識をしております。 

【下条委員】 そのように私も現場から聞いて

おります。今年度、民生委員審議委員をしてい

まして、同じような質問をしたんですけれども、

なかなか使いきれない。 

 そういうことで提案資料として、皆さんに配

付しているアミコというシステムがあります。

ちょっと時間が迫っていますので、かなり端的

にお話をしますが、これはデジタルリテラシー

は必要ないです。なんでかというと、例えば民

生委員さんがＬＩＮＥを使える。多分使えると

思うんですよ。スマートフォンを持っていれば

ＬＩＮＥの文字打ちはできます。そうすると、

文字を打ったものが、この中央の、これは小林

先生の似顔絵なんですけれども、中央のタブレ

ットに届いて、口で音声として、この見守りを

している高齢者に届きます。 

 「おはようございます。お元気ですか」と打

つと、それが音声になる。この見守りをされて

いるご高齢者は、そのタブレットに問いかけれ

ば、「おはよう、元気だよ」と言えば、それが

ＬＩＮＥで文字として戻るということです。 

 ですから、その一連の流れにデジタルリテラ

シーは必要ないんですね。もうこれは一部です。

ぜひ考えていただきたいんですけれども、これ

は一部で、そもそもＤＸは、高齢者や障害を持

った方々などに対して最大の効果を発揮する

ツールでもあるわけですね。 

 民生委員、児童委員は、地域で見守り活動を

する中で、担当地区に坂が多かったり、集落と

集落の間の距離があることなどの地域性や各

種事務手続きの煩雑さなど、様々な負担があり

ます。 

 高齢者などの見守りにおいては、ＩＣＴ機器

の活用が進められており、例えば、今ご説明し

ましたアミコのようなＬＩＮＥを使った文字

がモバイル端末に声として変換され、画面上の

写真とともに伝わったり、逆に端末に話しかけ

た言葉がＬＩＮＥに文字で戻ってくる仕組み

など開発されています。 

 デジタル機器に触れる機会がないご高齢者

の方であっても、簡単にコミュニケーションが

図られるのではないでしょうか。 

 こうした機器を導入することにより、活動の

一部を補完し、負担経験にもなります。 

 地域では、少子高齢化が進み、民生委員、児

童委員の担い手を確保することも困難になる

中で、負担を軽減し、さらに効率的に活動を進

めていくためには、デジタル化の視点をとり進

めていく必要があると思いますが、改めて県の

見解をお尋ねいたします。 

【寺原福祉保健部長】 県としては、民生委員、

児童委員の担い手を確保していくためにも、デ

ジタル化は必要な観点であることから、市町協

議会が実施する研修会等において、今後はウェ

ブ会議や情報共有に、例えばＬＩＮＥを活用す

る取組の紹介、ＳＮＳの操作方法の体験型講座

などに取り組んでいただくことで、デジタル機

器への理解を促進してまいりたいと考えてお

ります。 

【下条委員】 ぜひこの常識的な、また、前例

的なものにとらわれるのではなくて、時代によ

っていろんなものが進化していますので、柔軟

に対応していただきたいと思います。 

 質問を終わります。 

 ありがとうございました。 

 


